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産業システム化とファッション産業
—日本繊維産業再編成の一側面一―-
上
?
達
はじめに一一知識集約型産業と産業システム化
資本の自由化，発展途上国への特恵関税供与，円切り上げ等に端的にしめさ
れる国際化の進展と，他方，国内における労働力不足，公害，・資源不足問題の
深刻化，都市の過密化などは，わが国の産業構造と企業の存立韮盤に重大な影
響を及ぼしつつある。
このような変化と多様性に富む1970年代のわが国産業は，自然環境の保全と
労働環境の改善を実現しつヽ，新たな国際環境の変化に対応するために，知識
集約型産業構造への転換が必要であり，その過程で産業シ．ステム化の推進が重
要な役割を果すものとして問題意識されているD。
産業システム化といわれる事象は，今に始まった新しいものではなく，それ
ぞれの時代の生産力，産業構造の発展段階に対応して形成発展してきたという
ことができる。今日問題となっている産業システム化は，知識集約型産業の展
開のなかに意味づけられているのであり，それは大きく分けてつぎの 3つのも
1)通産省，産業構造審議会「70年代の通商産業政策』昭和46年5月，は知識集約型産業
構造という概念を提起し， 70年代のビジョンとして「経済構造の知識集約型産業構造へ
の転換」を強調している。
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のがあると思われる 2)。
第 1は，個別企業内部における「生産のシステム化」である。これは従来か
ら行われてきているが，今日あらためて取上げられている意味は，コンビュー
ターの利用によって技術、ンステム，生産管理システム，販売システムなどを，
総合的にコントロールするシステム化をさしている。
第2は，既存の，あるいは新しい技術，製品ないし機能が，異種の技術，製
品ないし機能と，多角的・有機的に複合化されて，より新しい技術，製品ない
し機能がつくり出されるようなシステムのあり方であり，いわゆる「システム
商品の開発」という観点からのシステム化である。
第3は，「システム産業」としての，従来になかった新しい型の産業， たと
えば，情報産業，海洋産業，原子力産業，都市開発産業，住宅開発産業など，
新しい社会的需要を充足するための ComplexSystems Industryの意味で
のシステム化である。
ところで，知識集約型産業の主要な類型としては，①研究開発集約産業，R
高度組立産業，③ファッション型産業，④知識産業の 4つにわけ8)られている
が， これをシステム化の形態と関連づけてみよう。第 1の「生産のシステム
化」は，①～④いずれの産業部門においても行われつつあるところであるが，
第2の「システム商品の開発」は，R高度組立産業，③ファッション型産業の
部門において広汎に行われつつあるといえるし，システムを商品として売ると
いう意味では，④知識産業に属する産業がこれを担当している。第 3の「シス
テム産業」といわれるものは，①研究開発集約産業，④知識産業に属している
といえよう。
2)大阪府商工部，桃山学院大学産業貿易研究所『工業システム化実態調査報告書(II)」
昭和47年3月参照；筆者は共同研究の一員としてこの調査に参加し，報告を分担（第2
部第 2章ファッション産業）したが，以下はこの調査の過程でなされた度々の共同討鏃
と，同害の竹内正已氏による論稿に多くを負っている。
3)前掲，通産省・産構審『70年代の通商産業政策」参照。
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今日すすみつつある産業システム化が，以上のいずれの場合であっても，資
本制生産のもとでは，企業や産業が他企業や他産業と密接に関連しあい，複雑
な利害関係，力関係のもとで社会的分業を営んでいる以上，システムの統合を
誰が主体になって行うか，ということは重要な問題であろう。一般にシステム
化論議は，技術・経営的視点からのアフ゜ローチになりがちであるが，資本の論
理がどのように貫徹されているかということの究明が，現実のそれぞれの業種
なり産業において進展しつつあるシステム化を具体的に明らかにするなかで，
あわせ行われる必要があるだろう。
たとえば，システム・オルガナイザーが大企業である場合ーー事実そのことが
多いのだが—，大企業の組むシステムのなかに， 中小企業がどのように組み
入れられていくのか， ということは，重要な問題であろうと思われる。それ
は，産業システム化における機能結合を，公正な取引にもとずく正常な社会的
分業のもとで行わしめる必要があるという，政策的視点からの問題提起ででも
ある。
本稿では，考察の対象をファッション産業に焦点をしぽり，以上の視点を背
後に秘めつつ，現実に展開しつつある産業システム化の実証究明を試みようと
している。
1. ファッション，ファッション産業と繊維産業
ファッションという言葉自体は，決して新しいものではないが，近年，ファ
ッション産業がにわかに脚光を浴びるにいたっている。それは，従来からあっ
たファッションをつくりだす産業という意味としてではなく，わが国産業が重
化学工業の成熟を基盤としで情報化社会，知識集約型産業構造へ移行する新し
い時代の流れに対応した，産業システム化の展開と関連づけられた意味として
であろう。
ところでファッションとは，特定の時期および場所において多くの種類の人
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間から受け入れられたスタイルであり流行するもの，と解しうるが4)' 消費者
にとってみれば，自己を顕示するものであり，個性の表現を同調性の中に求め
るもの，ということになる。いいかえれば，ファッションは，ある場所，ある
時代の文化的・社会的・経済的状況を表現している情報価値であり，たとえば
衣服などの，物＝商品，を媒体として具象化・実在化する。
そこで，ファッション商品とは，物としての機能において価値をもつものと
いうよりは， 情報価値プラス物ということになり， 「それをもつことに喜びの
感情を与えるような商品一切をふくむもの」 5)ということになる。 したがっ
て，衣服・服飾品はもちろん，化粧品，靴，かばん，時計，ヘアビースといっ
た身のまわり品から，最近では自動車，家具，インテリヤ，家庭電器の耐久消
費財にいたるまで，ファッション性を有する商品が多くなってきている 6)。
しかし，これらのうち，耐久消費財ともくされるものは，本来，その商品の
もつ機能がまず重視され，ファッション性は二の次であって，いわば広義のフ
ァッション性商品というべきであろう。 ファッションが自己顕示である以上
は，他人にもっとも多く接触する，身体をかざる衣料・服飾品が，ファッショ
ン商品の中心であるとみるのが至当であろう。とすれば，現状，わが国ファッ
ション産業の主たるにない手は，繊維産業ということになるだろう。
わが国経済の高度成長過程において，繊維産業は相対的停滞の傾向をたどつ
4)ジャーナウ，ジュデール，尾原蓉子訳『ファッション・ビジネスの世界』東洋経済新
報社， 昭和43年7月ーによるファッションの定義が一般化した概念で， それによると
「ある特定の時期および場所において多くの種類の人間（大衆）が受入れ，またはそれ
に従う衣服あるいは個人の装飾品の一つまたは一群のスタイルの変化の過程の一連のも
の」となっている。
5) 日本勧業銀行調査部「勧銀四季報 '70盛夏号• 特集ファッション産業』昭和45年
6)前掲， 『70年代の通商産業政策」によると， 「ファッション型産業」の性格として，
「製品に対する高度，多様な消費者の欲求を充足するため， 商品の開発， 製造過程で，
デザイン，考案， 配色などの創出が決定的役割をもつ産業とし，その商品として， 「高
級衣類，高級家具，住宅用調度品，電気音響器具，電子楽器」をあげている。
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てきたが，重化学工業化の成熟段階に入った今日，ファッション産業という新
しいよそおいのもとに，成長・発展が期待されている。それは，ファッション
が従来と異った新しい社会的条件のもとで展開してきたからとみることができ
る。従来のファッションは，社会の特定上層階級にかたよっていたのであり，
その商品化は，注文生産による前近代的な生産形態のもとで行われるという状
態であった。 しかし， 今日， 所得• 生活7~準の一般的向上， レジャーの大衆
化，情報網の発展等によって，ファッションが広く大衆に浸透し，いわゆるマ
ス・ファッションが成立している。このマス・ファッションに基盤をおいて，
はじめて資本制生産のもとにおけるファッションの商品化が可能となったので
．あり，さらに産業システム化の一環としてのファッション産業が開花しようと
している，とみられているのである。
ファッション産業は，消費者大衆の情報を商品化したファッション商品を，
企画・開発• 生産・販売することによって，利潤獲得を目的とする企業群であ
る。それは，現状，広汎な社会的分業のもとに成立っており，素材から最終製
品にいたる生産，流通の各段階の企業が情報によって相互に連結され，それぞ
れの機能がシスティマティックに運営されることによって成り立つもの，とい
うことができる。
2. 衣料消費のファッション化傾向
消費需要面における衣料のファッション化傾向を，家計消費支出の動向から
みておこう。昭和30年代以降，被服消費支出の伸び率が全体の消費支出を上回
わったのは，昭和31年と35~37年であり＜表・ 1>,前者はナイロン，後者は
アクリルがそれぞれ消費市場に普及した時期と符合している。昭和38年以降
は，家計消費支出の着実な伸びにたいして，被服費支出はこれを下回わり，家
計費支出の中にしめる被服費支出のシェアーも，低下の傾向をたどってきた。
しかし，昭和42年以降，被服費支出の伸びは増大し，消費支出の伸びとの差
をちぢめ，さらに46年には消費支出の伸びを上回わり，消費支出に占める被服
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費支出のシェアーも上昇に転 ＜表・ 1>家計消費支出・被服費支出の推移
じている。
そこで，被服費支出を品目
別に分け， 41年にたいする46
年の支出金額の伸びをみると
＜表・ 2>,大幅な伸びをし
めしているのは一，
婦人・少女用品では，婦人
服，スカート，帯，セーク
゜
紳士・少年用品では，セー
ター，背広服，ネクタイ。
子供・乳児用品では，乳児
服，セーター。
となっている。これらは，単
価，およびその上昇率からみ
ても，ファッショナプルな品
（人口 5万人以上都市 ） 
1世帯あたり月間，単位％
消費支出の 被服費支出の
対前年伸び
率 対前年伸び率1消費支出に占
めるシエアー
昭和 30 2.4 0.8 I 1. 7 31 3.2 7.5 12.2 
32 6.9 6.0 12.1 
33 6.1 1. 3 1. 5 
34 6.4 7.7 1. 7 
35 8.2 11.2 12. 0 , 
36 9.8 15.2 12.6 
37 12.4 14.0 12.8 
38 13.0 9.9 12.4 
39 9.7 4.8 1. 9 
40 8.4 4.1 11.4 
41 8.2 4.9 11.1 
42 8.9 8.4 11.0 
43 8.8 9.1 1. 0 
44 10.6 8.8 10.9 
45 12.6 12.3 10.8 
46 9.0 10.0 11.0 
（資料） 総理府統計局「家計調査年報」
目とみることができ， 42年以降の被服費支出の基調的な増勢を支えてきたとい
える。このように，ファッション性の高い衣料の需要が，昭和40年代に入って
高まってきていたが， 45年に入るとそれまでほぼ安定的に推移してきた衣料品
価格が急激な上昇傾向をしめし＜表・ 3>,衣料消費面でのファッション化が
44年後半から45年にかけて，もっとも華やかな展開をみせたとみられている。
経済企画庁は，この衣料品価格の上昇要因を，衣料製造業や流通段階の労働集
約的性格，加工の高度化によるコスト・アップに求められようが，しかし，昭
和45年に入っての衣料品価格の上昇の主要因は，ファッション化という非価格
競争の帰結にほかならないとし，この要因に加えて高級化と一般的なインフレ
・ムード下での便乗値上げも見逃せない，と指摘している7)。
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＜表・ 2> 被服費支出の1世帯あたり年間品目別支出数量・金額・単価と同伸び率
昭和 4 6 年 昭41年にたいする
昭46年の伸単び（倍率） 価
数（枚）量 1金（円）額 1単（円／枚価） 薮（倍）量 1金（倍額） 1 1 
着 も の 0.436 6,835 15,677 0.98 1. 99 2.04 
帯 0.205 1,932 9,424 1.00 2.14 2.14 
婦 コ 卜 0.064 561 8,766 0.75 1. 29 1. 71 
人 婦 人 服 1. 374 6,504 4,734 2.17 2.99 1. 38 
オーバー 0.129 1,274 9,876 1.17 1. 64 1.40 
少 プラ ウ ス 1. 026 1,259 1,227 0.79 1. 23 1. 56 
女 スカ 卜 1.136 1,649 1,452 1. 75 2.75 1. 57 
用 スラックス＊ 0.495 780 1,576 1. 58 1. 98 1. 26 
セータ 2.031 3,103 1,528 1. 99 2.10 1.06 
品 シ ヤ ツ 3.958 1,872 473 1. 28 1. 76 1. 38 
長く つ下 6.103 1,183 194 3.26 3.22 0.99 
ソ ツ ク ス 1. 725 342 199 1. 23 1. 66 1. 35 
背 広 服 0.235 6,406 27,260 1.16 1. 69 1. 45 
紳 オーパー 0.055 726 13,200 0.90 0.99 1.09 
士 替ズボン 0.985 2,512 2,550 1. 46 1. 43 1.06 
セーター 1.245 2,536 2,037 2.49 2.72 1.05 
少 ワイシャッ 1.035 1,400 1,354 1.02 1. 35 1. 31 
年 開きんシャッ 0.233 402 1,720 0.66 0.99 1. 49 
用 シ ヤ ツ 5.384 2,741 509 1.05 1. 48 1. 41 
品 ＜ つ 下 4.595 1,094 238 1.00 1. 27 1. 27 
ネ ク タイ 0.516 642 1,244 1. 34 2.19 1. 64 
子 子 供 服 4,963 5,476 1,103 1. 25 1. 72 1. 40 
供 オーバー 0.083 293 3,530 1. 02 1.12 1.10 
乳 乳 児 服 0.656 695 1,059 2.05 2.96 1. 44 
児 セーター 1. 581 1,453 919 2.43 2.32 0.95 用
品 ＜ つ 下 4.029 675 168 1.19 1.48 1. Z4 
被 服 費 計 I ... J 121. 210 I . I .I 1. 64 I .
消 費 支 出 I . 11,049, 6991 . I .. : 1. 67 I . 
（資料） 総理府統計局『家計調査年報J
（注） ＊の伸び率は42年→46年
7)経済企画庁『衣料品の市場構造と価格動向」昭和46年12月，参照。
89 
438 
アメリカのファ
ッション産業が開
花したとみられる
1963年の 1人あた
りGNPが約3,000
ドルであり，それ
以降，所得の増大
につれて衣料消費
のファッション化
が進展し，ファッ
ション産業が成長
発展をとげてき
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＜表・ 3> 消費者物価（人口 5万人以上都市，
対前年比上昇率）の推移
I総合 I食料 1住居 1光熱 I被服 1衣料阻ば孟
昭35 3.6 3.8 5.6 5.4 2.1 2.4 1. 7 
36 5.3 6.1 6.2 4.0 3.5 2.2 6.8 
37 6.8 8.1 4.8 2.0 5.8 3.8 10.1 
38 7.6 9.4 4.3 0.9 5.3 5.3 5.7 
39 3.8 2.6 5.3 0.5 3.4 3.0 4.2 
40 7.6 10.1 5.5 0.8 3.9 3.4 4.9 
41 5.1 3.8 5.2 0.8 3.7 3.6 3.8 
42 3.9 4.6 4.9 -0.3 2. 7 2.8 2.7 
43 5.3 6.5 3.8 0.7 4.5 4.5 4.4 
44 5.5 6.2 4.3 0.3 4.9 4.4 6.6 
45 7.7 9.3 6.4 1. 5 9.0 8.7 9.5 
46 6.2 6.0 5.0 3.3 9.0 9.3 8.3 
（資料） 総理府統計局「家計調査年報」
雑費 I
2.8 
4.8 
7.0 
7.6 
6.1 
7.1 
8.0 
3.9 
5.3 
5.6 
6.7 
6.0 
た8)。日本はアメリカの消費需要の性格と諸々の点に異る条件があるにせよ，
今日，消費需要のファッション化が進展する時期に入ろうとする段階とみられ
るのである。
3. 繊維産業の構造変化，高加工度化
つぎに，供給側のファッション産業化を，その主要なにない手としての繊維
産業の構造変化と関連して考察してみよう。
わが国の繊維産業は，紡績・化合繊等巨大な原糸メーカー9)を頂点とし，そ
8)シンボジューム「ファッション産業」一文雅堂銀行研究社 r銀行研究・ 1971・1・15」
所収，参照。
9)わが国の衣料素材・原糸の生産をになうメーカー、は，紡績と化合繊メーカーの二つに
大別されてきたが，天然繊維を主体とした紡績が化合繊の生産シエアーを高め，従来の
ように両者を明確に区分することは繊維産業に関する限りあまり意味をもたなくなって
きている。本稿ではたんに原糸メーカーという場合は，繊維素材・原糸の生産をになう
ものとして紡績と化合繊メーカーを一括した意味で用いており，両者の区別の必要ある
ときは，紡績，化合繊メーカーとそれぞれ呼んでいる。日本の大手紡績，化合繊メーカ
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のもとに織物，編物，染色，縫製加工等，多数の中小零細工業があり，各工程
が入り組んでいるうえに，それぞれの段階毎に流通資本が介在し，しかもこれ
らが支配・被支配の関係にあるという，複雑な生産・流通構造である。
昭和30年以降，天然繊維から化合繊へのドラスチックな転換過程がすす
み10), 繊維素材・原糸の生産段階において，資本集約化の傾向を強めたが，
二次•最終段階においては，労働集約的性格，零細慇多性，流通機構の複雑性
がなお根強く残存している。
そして，輸出向けを中心にした綿糸布，生糸・絹織物，化合繊織物など，中
間生産財の生産流通に傾斜のかかった構造的特徴がみられる。このことは繊維
産業を紡織（糸・織物段階）と衣類製造業（最終製品段階）に分けて日米出荷額を
比較すると明らかであり＜表・ 4>,米国では紡織業よりも衣服製造業の方が
大きいのに対して，日本は逆のかたちをとっている。また，これと関連して，
わが国卸売業の販売額をみると＜表・ 5>,衣服身の回わり品卸売額は，繊維
ーは次のとおリである一一ーかっこ内は昭48.7.1現在の資本金（百万円）， 47年度売上額
（億円）最近決算時の化合繊売上比率（彩）の順でその概要をしめす一―—東洋経済新報社
『会社四季報 ・48年3集」昭和48年7月。
＜紡績＞
鐘 紡 (14,360 ; 2,960 ; 34) 富士紡 (3,600 ; 687 ; 56) 
東洋紡 (29, 202 ; 2,272 ; 60) 大和紡 (4,610; 650 ; 42) 
ユニチカ (22, 325 ; 2,136 ; 58) 日東紡 (3,500 ; 572 ; 31) 
倉敷紡 (6, 185 ; 881 ; ・） 敷島紡 (3,400 ; 460 ; 37) 
日清紡 (6, 000 ; 796 ; 47) 
＜化合繊メーカー＞
東 レ (44,435; 3,001 ; 81) 三菱レ (15,403; 1,587 ; "83) 
旭化成 (31,066 ; 2,918 ; 65) クラレ (10,000; 1,368; 87) 
帝 人 (30,497 ; 2,171 ; 90) 東邦レ (2,506 ; 532 ; 85) 
10)繊維別糸生産の構成比率の，昭和30年→40年→46年の推移をみると（彩），天然繊維＝
67.3→ 54.3→ 36.4, 化合繊=32.7→ 45.7→ 63.4となっており， とりわけ綿=46.2→33.1 
→ 23.6のシエアー低下と，合成繊維=2.3→23.1→ 46.6の著しい伸長が対象的である。
ー通産省「繊維統計年報』各年版参照。
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卸売額よりも少なくな
っている（米国では逆）。
以上のことは，米国
では高付加価値性をも
った高度加工産業への
志向を反映していると
みられるのにたいし，
わが国の繊維産業は，
相対的に低加工度型・
非消費者志向的性格を
もつことを示唆してい
るということができよ
う。
しかしながら，卸売
販売額の推移にみられ
るように＜同表・ 5>
昭和40年代以降，最終
製品取扱高が著しい伸
長をみせてきている。
わが国の全輸出の中に
占める繊維品輸出のシ
ェアーが低下してきた
ことは周知の事実であ
り，また繊維総需要の
＜表・ 4>繊維産業の製造品出荷額の日米比較
(1969年，金額単位・日本・ 10億円，米国・百万
USドル，かっこ内構成比彩）
！日本 l米国
衣類製造業 1, 494 (31. 8) 22, 687 (51. 0) 
合計 4,701 (100) 44, 467 (100) 
（資料） 米国は FederalTrade Commission, Securities 
and Exchange Commission. 日本は通産省「エ
業統計表」
＜表.5> わが国織維・衣服身のまわり品卸売額の推移
（金額単位.10億円，かっこ内構成比．％）
I繊維卸売業 I衣服・:のま 1 合わり品 売業 計
昭和35年 3, 828 (81. 2) 887 (18.1) 4,716 (100) 
37年 5,527 (81. 9) 1, 221 (18. 1) 6,748 (100) 
39年 7,497 (81. 5) 1, 707 (18. 5) 9,203 (100) 
41年 6, 138 (69. 6) 2,684 (30.4) 8,821 (100) 
43年 5, 158 (61. 7) 3,198 (38.3) 8,356 (100) 
45年 7, 011 (61. 9) 4, 311 (38. 1) 11,323 (100) 
（資料） 通産省「商業統計表」
＜表・ 6> わが国織維需要の輸出・内需別推移
（単位・千トン，かっこ内構成比・彩）
I輸 出 1 内 需 1 合 計
昭和 35 487 (39. 6) 743 (60.4) 1,230 (100) 
40 495 (32.0) 1,050 (68.0) 1,544 (100) 
45 610 (29. 7) 1, 444 (70. 3) 2,055 (100) 
46 735 (32.9) 1. 496 (67. 1) 2,230 (100) 
47 672 (29.8) 1,584 (70.2) 2,256 (100) 
（資料） 通産省「繊維統計年報」
（注） 47年は推定値。
うちの輸出割合も低下してきたのであり＜表・ 6>,こうした過程をつうじて
繊維産業が輸出市場から内需市場への志向をつよめ，原糸・織物段階では相対
的な停滞をたどる一）j, 最終製品段階では著しい発展がみられたのである。
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＜表・ 7> わが国繊維品輸入額の推移 （金額単位・ 100万円，かっこ内構成比．％）
I繊維原料 I 糸 I織 物 I二次製品 I合 計
昭和40317,054 (93.7) 3,388 (1.0) 11,526 (3. 4) 6,315 (1. 9) 338,283 (100) 
41 339,824 (91. 9) 9,329 (2.5) 12,785 (3.5) 7,898 (2.1) 369,836 (100) 
42 325,957 (86.2) 17,477 (4.6) 22, 200 (5. 9) 12,427 (3.3) 378,061 (100) 
43 345,541 (84.2) 17,384 (4.2) 29,781 (7.3) 17,799 (4.3) 410,515 (100) 
44 331, 195 (79. 5) 23,872 (5.7) 36, 624 (8. 8) 24,916 (6.0) 416,607 (100) 
45 333,997 (71.0) 39,321 (8.4) 50,831 (10. 8) 46,543 (9.9) 470, 692 (100) 
46 311,647 (64. 8) 55, 794 (11. 6) 54,493 (11. 3) 59, 125 (12. 3) 481,059 (100) 
47 370,036 (62.3) 82,383 (13.9) 71,831 (12.1) 70, 182 (11. 8) 594,432 (100) 
（資料） 大蔵省『外国貿易月表」
また，資本自由化，特恵関税供与問題と関連して，近年における繊維品輸入
の増加も，繊維産業の構造変化に影響をあたえたものとして見逃しえない。ゎ
が国繊維品輸入の内訳をみると＜表・ 7>,原棉・羊毛など，繊維原料が輸入
の大宗を占めているが，これらは停滞気味であるのにたいし，糸以降の繊維製
品が，昭和40年代以降，とりわけ44年頃から急増の傾向をしめしている。
商社11), 量販店による，発展途上国からのステープル商品， ベーシック・
11)商社の概念規定はさまざまであるが，本稿では，総合商社と繊維商社を一括して商社
と呼び，必要あるときは両者を区分して用いる。総合商社は次の10社である。“~かっ
こ内は48.7.1現在の資本金（百万円）， 47年度売上高 (10億円），最近決算時の総売上に
占める繊維売上比率（彩），の順でその概要をしめす一~ 「会社四季報・
48年3集』昭和48年7月。
三菱商事 (33, 393 ; 5,182 ; 10) 13商岩井 (15,400 ; 2,393 ; 9) 
三井物産 (25,865 ; 4,955 ; 9) トーメン (10,000 ; 1,553 ; 22) 
丸 紅 (30,250 ; 3,402 ; 20) 兼松江商 (6,600; 1,193 ; 29) 
伊藤忠商事 (25, 335 ; 3,180 ; 33) 安宅産業 (10,000 ; 1,166 ; 16) 
住友商事 (14, 260 ; 2,430 ; 9) 日綿実業 (9, 100 ; 1,163 ; 22) 
繊維商社は，集散地において繊維を専門的に扱う商社で規模は大小にわたるが，株式上
場企業の中からその代表的な企業をあげると次のとおりである。
蝶 理 (6,050 ; 815 ; 79) 三共生興 (2,000 ; 72 ; 68) 
新興産業 ( 600 ; 101 ; 94) グンゼ産業 ( 600 ; 58 ; 85) 
伊藤万 (2,400 ; 98*, 76) *10ヶ月決算
なお， レナウン，樫山など，株式上場分類で卸売業に属する企業は，本稿ではその業態
から繊維二次メーカーの範疇に入れ， また産地問屋， 集散地地方卸， 二次三次卸業者
は，問屋・卸商と呼んでいる。
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ファッション商品の直接買付け，あるいは第3国に設けた生産加工基地からの
商品買付けが増大しはじめているし，一方，欧米諸国から，高級品，カジュア
ル・ファッション商品の輸入が増加しているのである。
ここで，工業統計の業種別繊維産業の出荷額，付加価値額を，統計分類内容
から実態に即して段階的に再編整理し，昭和35年と45年を比較して，わが国繊
維産業の内部構造の変化をみてみよう＜表・ 8>。
高度経済成長過程といわれた10年間をつうじて，繊維産業全体の出荷額，付
加価値額は，製造業全体のなかで伸びなゃんでいるが，それは原糸，織物段階
＜図・ 1>主要最終繊維製品の出荷数量・金額の伸び
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1. 婦人↓・少女用ドレス・スーツ
2. 丸編メリヤス外衣
3. 子供乳児服
4. 婦人・・少女用スカート・スラックス
5. 男こf-少年用背広服
6. 婦人・少女用上衣
7. 男子・少年用ズボン
8. 横紺メリヤス外衣
9. 男子・少年用制服オーパー
10 .• 婦人・少女用学校制服
11. 男子・少年用オーバー
12. • レインコート
13. 婦人・ 少女用オーバー、 9レインコート
14. 男子・少年用上衣
15. ワイシャツ・中衣
16. 婦人・少女用プラウス
17. メリヤス下箸
18. 経編メリヤス外衣
19. 男子・少年用学校制服
10 
昭45/昭35・出荷数量の伸ぴ（倍）
（注） ＜表・ 9>から作成。ーーー線は最終製品段階出荷額の平均伸び率＜表・ 8参照＞。
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での相対的停滞の反映であることが明らかであろう。最終製品段階では，製造
業を上回わる増加率をしめし，また，繊維産業内部でシェアーを上昇させてい
ることは，ことに出荷額よりも付加価値額において大きく，とりわけ，ファッ
ション性が高いとみられる外衣製造業において著しいことがしめされている。
そこで，外衣を中心とした主要な最終繊維製品の出荷数量・金額の伸長をみ
ると＜図.1および表・ 9>,男子・少年用オーバーを例外として，全品目に
＜表.9> 主要最終繊維製品の出荷数量・金額（昭45)と伸長率（対昭35)
メ リ ヤ ス 外 衣
（丸 編）
（縫 編）
（横 編）
メ リ ヤ ス 下 着
男子・少年用背 広 服
” 才 ，ヽ． , 上 衣
II ズ ボ ン
II 制服， オーバー
II 繊維製レーンコート
” 学 校 制 服
婦人・少女用 ド レススーツ
II プ ラ ゥ ス
” 上 衣
II オーバーレインコート
, スカート・スラックス
” 制服・オーバー
” 学 校 制 服
子 供・乳 児 服
ワイ シャツ・中 衣
作 業 服
ス ポ ッ 服
ネ ク ク ィ
（資料） 通産省「工業統計表・品目編』
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（金額単位・百万円）
昭和 45 年 対昭35の）伸び率（倍
数最 1金額 数(A量)＼金(B額) 
BIA 
24,998千デカ 238,039 3.92 7.29 1. 86 
9, 000 II 67,652 5.58 1. 41 2.04 
603 , 6,323 1. 34 2.75 2.05 
15,395 , 164,064 3.57 6.72 1.88 
60,792 11 133,370 1. 73 2.95 1. 71 
3,824千着 35,845 4.25 7.25 1. 71 
1,305 , 5,155 6.22 5.19 0.83 
6,918 , 13,934 1. 68 3.53 2.10 
29,512 11 33,546 4.13 6.74 1. 63 
1,008 II 4,512 3.13 5.72 1.83 
1,252 II 3,718 2.72 4.37 1. 61 
7,396 , 23,494 0,61 1. 74 2.85 
9,478 , 33,189 7.42 13.81 1. 86 
3,767 II 19,400 1. 28 3.21 2.51 
5,247 II 7,861 4.30 6.98 1. 62 
3,598 , 10,857 1. 23 3.61 2.93 
32,981 II 26,182 6.20 9.12 1.47 
445 II 1,644 . 9.60 . 
1,385 II 4,801 1. 96 5.68 2.90 
44,308 " 33,477 3.26 10.03 3.08 
4,309千打 30,211 2.08 3.26 1. 57 
. 89,661 . 4.49 ． 
15,400 II 15,256 . 4.39 . 
2,665 ． 3.21 . 
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わたって出荷金額の伸びが出荷数量の伸びよりも大きく一＜図・ 1>の45度線
より上に分布―’この10年間に製品出荷単価の上昇一＜表・ 9>のBIAの数
値が 1 より大—をつうじて，製品の高級化， ファッション化傾向がすすんだ
ことをうかがいうる。それは，最終製品段階の出荷額平均伸び率よりも大きい
11品目一＜図・ 1>の……線より上に分布ーが，すべてファッション性の高い
外衣で占められていることからもあきらかであろう。
このような外衣を中心とした衣料分野の著しい発展のなかで，原糸メーカー
商社，繊維二次メーカー12), 百貨店，量販店が， それぞれファッション商品
12)本稿にいう繊維二次メーカーとならんで世上，縫製メーカー，衣料メーカー，二次製
品メーカー， アパレルメーカーなどさまざまなよび名のメーカーが既製服， 布吊縫製
品，ニット製品などの製造卸を行っているが，われわれは日本の衣料製造業界の特質と
近年におけるその変化から，繊維二次メーカーを「自己のリスクで最終衣料の商品づく
りを行い（それが自工場で直接生産するものであれ，下請利用によって生産するもので
あれ）卸売業務を行う（卸機能を有する）企業」とした。すなわち，従来，業態面から
二次製品メーカーと問屋は区別されていたが，問屋の生産者化，二次製品メーカーの卸
機能拡充が両面から進展し，これら両者の同質化がすすんでいる実態から， いわゆる
「製造卸売業」の概念に入るものを，一括して繊維二次メーカーとして対象にしている。
また，各社企画商品の多角化がすすめられ，業種の境界もあいまいになりつつあるが，
従来の業種にしたがってファッション化をすすめている外衣の主要な繊維二次メーカー
を具体的にみると次のとおりである一ーかっこ内は，本社所在地， 47年度売上高（百万
円）。椎塚武「日本の繊維流通』日本実業出版社，昭和48年7月ー 一→より作成。
＜メンズ・ウエア関係＞
樫 山（東京 44,891)
ヴァン
ジャケット （東京 12,000)
北川慶（大阪 8,000)
中央繊維興業（東京 6,000) 
メルボ紳士服（大阪 4,300) 
ミツボシ衣料（東京 4,100) 
＜レデイズ・ウエア関係＞
ジュン（東京 15,000),三陽商会（東京 14,550)
大 賀（大阪 11,000), ェフワン（大阪 8,000)
ダーバン（東京 9,000),勝 根（大阪 6,500)
アルタス（東京 6,000), 丸善衣料（大阪 5,000) 
越前屋（大阪 4,800),竺りr;c大阪 4,000)
三幸衣料（大阪 4,000) 
レナウン（東京 60,157) 内外編物（東京 22,993) 小杉産業（東京 22,700)
イトキン （大阪 22,073) ミカレディ（東京 10,500) 花 咲（東京 9,800)グループ
東京スクイル（東京 11,000) - 紫（東京 6,100) ~ ナッ竺（東京 7,000) 
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＜表・ 10> 外衣製造業の規模構成—昭35· 昭45比較
（金額単位・百万円，かっこ内構成比．％）
事 業 所 数 製造品出荷額等
従業員規模別
I I 昭 35 昭 45 昭 35 昭 45 
9人以下 7,856 (69.9) 13, 938 (71. 7) 10, 978 (11. 2) 80,660 (15.3) 
10 ~ 29人 2,527 (22.5) 3, 647 (18. 8) 25,058 (25.5) 125,012 (23.6) 
30 ~ 49 423 (3.8) 792 (4.1) 14,082 (14.3) 56,901 (10.8) 
50 ~ 99 299 (2. 7) 699 (3.6) 19,304 (19.6) 105,128 (19.9) 
100~299 120 (1. 1) 331 (1. 7) 22,225 (22.6) 118, 719 (22. 5) 
300~499 8 (0.1) 19 (0. 1) 3,167 (3. 2) 21,565 (4.1) 
500人以上 4 (0.0) 8 (0. 0) 3,618 (3.7) 20,209 (3.8) 
ムロ 計 11,237 (100) 19,434 (100) 98,433 (100) 528,193 (100) 
（資料） 通産省「工業統計表・産業篇」各年版
の開発，生産，販売への志向を高めてきたのであるが，現実にファッション商
品の生産に直接たずさわっているのは，繊維二次メーカーである。これら外衣
製造業界における規模構造の変化をみると＜表・ 10>, 中小零細企業が圧倒的
なシェアーを占めている点では， 10年前と大きな変化はみられない。どちらか
というと，昭和45年の方が， 10年前よりも零細性をつよめているといえる。
衣服製造業界の構造的な特徴は，繊維二次メーカーが生産の一部または全部
を，多数の零細な下請メーカーに加工させる形態をとっており，繊維二次メー
カーの自家工場の建設拡充（後述）をつうじて，生産体制の近代化がすすめら
れているものの，依然，問屋制的色彩を残しているのである。
こうした下請メーカーをふくめた業界の規模構造には大きな変化がみられな
いが，しかしファッション商品生産の核となっている繊維二次メーカーの間で
オール
スタイル （神戸 5,500) ワールド（神戸 4,900)
キャラ
バン （東京 5,000) 
ヤマモト（東京 4,500) 東京ブラウス（東京 3,800)
なお，糸，織物，装粧品等をあわせ行う総合衣料の大手企業は次のとおりである。
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市田（東京 74,412) 滝 定（名古屋 65,096) タキヒヨー（名古屋 51,488)
吉忠（京都 31,824) ; トワ―;c東京 30.973) 塚本商事（東京 27,269) 
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は，上位規模層への生産の集中傾向と，下位規模層での停滞傾向がみられ，ぃ
わゆる階層分化が進展してきたのである。たとえば，紳士服メーカーについて
みると＜表・ 11>,昭和35年から45年にいたる間に，全体として規模拡大をみ
せたなかで，販売高10億円以上の上位規模層への生産集中が著しく進展した。
そして，自家工場保有状況をみると＜表・ 12>,下位規模層での下請依存が大
＜表・ 11> わが国紳士既製服メーカーの規模別企業数・販売額
（金額単位・ 100万円，かっこ内構成比・%)
企 業 数 年間純販売金額
純販売高規模別
昭和35年！昭和45年 I 昭和 35年 昭和 45年
5,000万円末満 97 19 2,887 (3.2) 637 (0.3) 
5,000万円以上 1偉円未満 113 56 7,391 (8.2) 4,374 (2.2) 
1億円以上 3億円末満 221 149 31,826 (35.4) 27,701 (14.2) 
3億円以上 5億円末満 46 53 15,240 (17.0) 21,209 (10. 9) 
5億円以上 10億円未満 25 50 12,414 (13. 8) 35, 143 (18. 0) 
10億円以上 14 43 20, 034 (22. 4) 105,584 (54.3) 
ムロ 計 516 370 89,793 (100) 194,748 (100) 
（資料） 全日本紳士服工業組合連合会
（注） 1. 純販売額とは総販売額から返品額を差引いたもの。
2. 各年度の調査票の提出率，提出者の内容が若干異るため，このまま比較す
ることは適当でないが，一応の傾向をしめしているといえる。
＜表・ 12> わが国紳士既製服メーカーの自家工場保有状況・下請依存状況
ム云 自 家工場 自家エ1下00請彩工場利純販売高規模別 社 （同一・独立法人工湯）生産量割合 場保有
数 1以4%下 115~29%l1 304~ 9% 150~ 69% 1108~ 9%I~以0%上 会社数用会社数
5千万円未満 19 1 1 18 
5千万円以上1億円未満 56 1 1 1 2 2 7 49 
1億円以上 3億円末満 149 6 7 6 16 8 2 45 104 
3億円以上 5億円末満 53 6 6 5 11 1 2 31 22 
5億円以上 10億円未満 50 4 10 12 6 6 2 40 10 
10億円以上 43 8 1 ， ， 10 1 38 5 
ムロ 計 370 26 25 33 44 27 7 162 208 (100) (7.0) (6.8) (8.9) (11.9) (7. 3) (1. 9) (43. 8) (56.2) 
（資料） 表・ 11と同じ
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きいのに対して，上位規模層では自家生産比率が高く，このことの背後には，
昭和35年当時，上位規模層といえどもほとんど自家工場をもたなかったが， 40
年代に入って自家工場の建設・拡充が上位規模層を中心に本格化し，同時にフ
ァッション商品の企画・開発機能の強化とならんで，生産期間の短縮化とコス
トダウンをはかる企業内部の生産のシステム化がすすめられてきたのである。
繊維二次メーカーの商品企画・開発機能については後述にゆずり，ここでは
生産システムとの関連でのみ簡単にふれておこう。繊維二次メーカーは，生産
工程＜図・ 2>のうち，従来①～④の企画・設計段階が，アメリカの業界にく
らべて非常に格差があり， したがってこれまで上位規模層を中心にすすめられ
＜図・ 2>縫製業の生産工程
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? ?
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た海外メーカーとの提携は，まず①のデザイン提携による商品導入に始まった
が，最近では③～④の設計段階を⑥以下の製造工程にむすびつけるシステム導
入が多く行われている。そして③のパターン・メーキングでは立体裁断にもと
ずく工業用バクーンの確立が急務となり，その前提として，全国統一のJIS 
サイズが45年4月に発表されている13)。⑧のパクーン・グレイディングにつ
いては，サイズやパターンの規格が本格化してくれば，コンビューターの利用
が可能であり，事実，原糸メーカーの＜東レ＞では，パターン・グレイディン
グのコンビューター利用のシステムを確立し，それをソフト・ウエアとして繊
維二次メーカーに提供しているし，繊維二次メーカーが独自でコンピューター
利用によるシステム確立を行っている企業が出現している14)。
このように，繊維二次メーカーは，上位規模層を中心に，生産体制確立・拡
充の動きをみせてきたが，ここで留意せねばならないことは，いずれの企業も
下請依存から完全に脱却しようとめざしているものではないことである 15)。
生産の合理化である少種大量生産と，消費者の欲求する製品の多彩化，ファッ
ション化といった相矛盾する方向を，下請利用の生産方式を包含した生産・販
売システムの有機的・機動的コントロールに求めることが，繊維二次メーカー
の経営上の課題となっており，コンビューター利用によるシステム確立が日程
にのぼりつつあるのである。
13)千村典生「図説ファッション・ビジネス」鎌倉書房，昭和46年12月。
14) <東レ＞については氏田孝（東レ・コンビューター・グレーディング推進室長）「フ
ァッション化と縫製業界の技術革新」一日本化学繊維クラプ『化繊クラブ・臨時増刊号
No. 12J昭和46年6月，参照。
繊維二次メーカーについては，菅原正博，槻木正次「ファッション・インダストリーへ
の挑戦＿メルポ紳士服除のシステム化物語＿」蛛ビジネスリサーチ，昭和48年7月，
参照。
15)下請システムについて，ここでくわしくのべる余裕はないので別の機会にゆずらざる
をえないが，紳士服製造業の実態をみたつぎの文献を参照されたい。一—ー大阪府立商工
経済研究所（執筆·太田進一）『最近10年間における大阪中小工業の基本動向一―—その
18・ 紳士既製服製造業（上）」同所，昭和45年6月。
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4. 繊維産業におけるシステム化の展開過程
以上にみたように，高度経済成長過程における繊維産業をとりまく諸条件の
変化と，繊維需給に内在する諸要因がからみあって，繊維産業の構造変化が促
がされ，最終製品分野，とりわけファッション性の強い衣料分野での発展がみ
られた。このことは，ファッション商品の生産に直接たずさわる繊維二次メー
カーにおける技術・経営面の新展開という視点からだけでなく，わが国繊維産
業の構造的特質との関連で，より広い社会的分業関係をふまえた視点からの考
察が要請されるだろう。そのためには，まず，今日にいたるまで，繊維産業に
おいて展開されてきた産業システム化の過程をあとずけておく必要があるだろ
う。
原糸メーカーは，繊維素材・原糸の生産を行う大企業からなっているのはい
うまでもないが，わが国繊維産業の構造のなかにあっては，主として中小零細
企業からなる最終製品生産者や流通機構にもともと無関心ではいられなかっ
た。繊維間競争のなかにあって，それぞれの原糸メーカーは自己原糸の消費市
場を確保•安定・拡大させるために，すでに昭和20年代の終りから織布段階
を，つづいて最終製品段階にまで系列化をすすめ，自己のチョップ品として販
売する態勢をととのえつつあった16)。
しかし，それぞれの原糸メーカーが，原料から最終製品にいたるパイプを組
16)織布段階では長繊維織物産地，短繊維織物産地別に昭和28~9年頃から賃織系列化を
すすめた。化合繊と天然繊維によってその形態はことなったものであったが， 詳しく
は，上田達三「繊維工業における系列化の変容」一一ー大阪府立商工経済研究所『大阪経
済の動き• No. 88』昭和40年8月，参照。
製品段階では，昭和33年から本格的に生産拡大をみせたボリエステルを＜東レ＞，＜帝
人＞が共同商標「テトロン」として，その素材特性 ・3W性認知のキャーペーンを展開
それぞれ自社商標とむすびつけつつ，生産・加工・流通の系列化をすすめた。宮坂義道
（帝人・マーケッティング部）「ファッションビジネスの確立を目指して進む合繊メー
カーキャンペーンの変遷」―-「商業界'71・7』所収，参照。
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織的に整備し，いわゆる今日的表現による，生産・加工・流通チャネルのシス
テム化を進行させたのは，貿易自由化が具体的に日程化し，後発合繊メーカー
の登場が明らかになった昭和35年以降であった。ナイロン，ビニロン，アクリ
ル，ポリエステルの 4大合繊が本格的に量産化され，天然・化合繊をふくむ繊
維間競争と，企業間のマーケット・シエアー拡大競争が一段と激化するにつれ
て，系列化に新たな進展がみられるようになった。それは，織物・ 染色までは
原糸メーカーが直接系列企業の生産工程を把握し，自己のリスクで商品化する
形をとるが（プロダクション・チーム）， それ以後の二次製品は，原糸・原反
の供給系列として系列化し（セールス・チーム）， 同時に販売協力者としてそ
れぞれの加工企業のもつ販売力を利用しつつ，最終需要にいたる全流通）レート
を整備・ 統御しようとするのが一般であった17)。
消費行動が必需品購買に重点をおいていた昭和30年代後半において，原糸メ
ーカーが当時としては多額の費用を市場開拓，チャネル政策のためにむけたこ
とが，さらに素材・原糸の用途を拡大させ，需要を拡大させた。換言すれば，
化合繊を中心とする原糸メーカー主導による消費者へのキャンペーン 18)が，
この時期におけるファッションを創出したといえよう。いわば，この時期は原
糸メーカーの生産者志向型のマーケッティングが展開され，それによってメー
カー側からの依存効果による大衆心理操作を可能にさせ，消費者の潜在的欲望
17)これを最初に行ったのは，新繊維の市場開拓にせまられた合繊メーカーであり，＜東
レ＞プロダクションチームの結成（織布・染色段階）と相表裏してつくられた＜東レ＞
セールスチーム（最終製品段階）に始まる。以後，化合繊，紡績等原糸メーカー各社が
組織的な系列化をすすめた。前掲，上田「繊維工業における系列化の変容」参照。
18)たとえば「テトロン」の売込みに続いて＜帝人＞ホンコンシャッ， ロンドンコー ト，
＜東レ＞セミスリーブシャッ， ラッシュコー トなど， 単品企画の販売合戦をへて＜東
レ＞シャーベットトーン，＜帝人＞フラワーモードヘと，モードキャンペ＿ンと呼ばれ
る宜伝コンビナートにまで発展するが，この間を通うじて二次製品製造業者の系列化，
ディラーヘルプの強化が競って行われた。従来，系列生産・系列販売が一部にとどまっ
ていた紡績においても，問屋，二次製品業者の系列化をすすめた。前掲，宮坂「ファッ
ションビジネスの確立をめざして進む，合繊メーカーキャンペーンの変遷」参照。
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の発掘を生産過程に織り込んで供給者利益を収受しうる経済的背景にあったの
である。
昭和40年代に入って事情が大きく変化する。合繊後発メーカーの生産増強，
合繊原糸建値制の崩壊，繊維全般の相対的生産過剰が進行し，この40年不況を
契機に紡績，化合繊メーカーの合併・業務提携等，繊維業界は再編成の時期に
人る19)。他方，前述のように，繊維二次メーカー段階での規模拡大がすすみ，
オリジナル商品の開発が競われる時代に入ることになる。
それまでの原糸メーカーによる最終製品の生産・流通システムといえるもの
は，素材の販促の一環として，プラウス，ワイシャツ，学生服など，マスプロ
可能な必需品分野に重点がおかれていたが，昭和40年代に入ってからは，ファ
ッション需要の高まりに対応して，紳士服，婦人服，子供服などの分野におけ
る，多種多様な商品開発システムの必要にせまられ， プロダクション・チー
ム，セールス・チームによるマーケッティング戦略は，次の諸事情ともからん
で，編成替を余儀なくされるにいたる。
「合成繊維が特殊な繊維から一般的な繊維に成長し，もはや加工系列に特殊
な指導を必要としなくなったこと，系列化にともなう合繊メーカーの資金的負
担が大きく，ことに不況期にはこれがこたえること，さらに合繊の発展ととも
に量が膨大となり，統御が困難となったこと，原料部門（化学工業）までさか
のぼった一貫生産体制を指向していっそう資金を必要としたこと，等から，合
繊メーカーは糸以降の後次部門の統御の役割をだれか他の者に肩がわりし，み
ずからは努力の方向をいままでの糸以降から原料部門へ転換させることになっ
た。そしてできれば統御の機能を残し，コストを安くしながら売って行きたい
という希望がでてきた。こうして求められたのがコンバーターである」。 20)
19)昭和40年11月の東洋紡，呉羽紡の合併発表を皮切りに， 44年10月ニチポー， 日本レー
ヨンの合併によるユニチカの誕生にいたる間に，業務提携・合併か進展した。藤井光男
「日本繊維産業経営史」日本評論社，昭和46年9月，参照。
20)日本長期信用銀行産業研究会「産業研究・合成繊維」一毎日新聞社「エコノミスト・
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ここに，後述するように，昭和30年代の後半に「商社斜陽論」がうたわれた
商社が，コンバーターという新しいよそおいをもってリバイバルし，ファッシ
ョン産業のシステム・オルガナイザー機能を発揮することになる。
また，このことと関連して同時に注目せねばならないことは，ー大勢力に成
長してきた量販店が，既成量産実用品の大量仕入，廉価販売の段階から，消費
者の欲求にあったものを商品化・販売する方向をたどり，価格決定機能をもつ
とともに商品の原料段階に参入し，総合商社と提携しつつ，いわゆる後方垂直
統合（バックワード・バーテイカル・インテグレーション）を展開しはじめたことで
ある。
こうして，波乱と変化に富む1970年代をむかえ， それまでのメーカー側の
“押しつけファッション”といえるものが通用し難くなり，企業間競争の一層
の激化によって，メーカーから洪水のように押しだされる商品を，消費者は，
多様な価値観にもとずいて個性を主張すべく選択するようになる。それは，消
費者が衣料品をはじめその他多くの商品を部品化し，そのコーディネイトによ
って新しいパターンをつくり出すという意味において，消費者がファッション
をリードする時代に入ったといいえよう。
消費動向の情報を迅速的確に把握し，計画的に各段階の機能を有機的に結合
し，タイミングよく運営しうるシステム化の方向が，複雑な様相を呈している
現実の繊維産業の生産・流通構造のなかで求められるにいたったのである。原
糸メーカー，商社，繊維二次メーカー，卸商，百貨店，量販店，小売店が，そ
昭42.12.26号」所収。なお， コンバーターは，米，英の繊維産業において用いられてい
る用語であって，通産省の資料によれば「コンバーターとは的確な情報収集にもとづき
商品企画を行い，計画生産，計画販売の調整を図りつつ繊維素材に対し編立て，染色，
縫製などの加工を，みずから，またはみずからのコントロールのもとに行うことによっ
て，生産された商品を効率的に最終販売段階に供給する能力をもつ企業グループの中核
となる企業をいう」となっておりーーベわしくは，菊浦重雄『変貌する繊維産業」ビジ
ネス社，昭和48年 3 月参照~ わたくしはこれを一般的にいう，システムオルガナイ
ザー にあたる， と解している。
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れぞれファッション産業成立のために挑戦しはじめたのであり，次節にこの実
態をみてゆこう。
5. ファッション産業指向の態様
(1) 原糸メーカー
すでにふれたように，化合繊メーカーは，一方では総合商社と連繋しつつ，
化学メーカーヘの接近をはかりながら，他方では従来の系列化チャネル政策と
はことなったマーケッティング戦略をとるにいたる。紡績をふくめて，一般的
に原糸メーカーは，セールス・チームのうちから販売力，マーチャンダイジン
グカを有するもののみをマーケッティング・チームとして結集し，商社，繊維
二次メーカー，小売部門との連繋による一連のマーケッティングをシステム化
する戦略をとることになる。それは，さきにふれたように，マスプロ可能な実
用品分野から，紳士服，婦人子供服など，ファッション性の高い最終製品への
展開であり，繊維業界では，原糸メーカーのダウン・ストリーム戦略（あるい
は川下作戦）といわれ，総合商社のそれとならんで，昭和45,6年以降，広くす
すめられた。総合商社の戦略は後述にゆずり，原糸メーカーが指向する方向を
みると，各社により形態の相違があるが，概略次のとおりである。
まず，海外のメーカー，あるいはデザイナーなどと技術提携を行って商品化
のノウハウの導入をはかり，繊維二次メーカー，小売業者と垂直的統合システ
ム作りを行い，それに自社で生産した素材を供給してゆくというマーケッティ
ング手法である21)。
21)原糸メーカーの動向のうち，代表的なもののみをあげるとつぎのとおりである。＜東
レ＞はメンズカジュアルウエアでH.I.S社（米）と提携，「ヒズ」プランドのライセン
シーとなり，明石被服など11社からなる繊維二次メーカーとプロジェクトチームを編成
し，同時に販売権を付与し，全国のリテーラーに販売。レデイス・ウエアでは，エヴァ
ン・ビコン社（米）とライセンス契約を結び，東京スタイルにサプライセンスを貸与し
て，三越ルートで独占販売。＜帝人＞はメンズ・カジュアルウエアをジェファーソン社
（米）と提携し「バット・パーマー」のプランドを中央繊維へ貸与し，百貨店ルートで
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原糸メーカーは，こうした海外技術提携を核とした商品化と同時に，自社プ
ランドを繊維二次メーカーに貸与し，共同化をはかりながら，マーケット・シェ
アーを拡大しようとする手法22)や，繊維二次メーカー，小売業者との三者共同
による商品展開を，自社素材を訴求するかたちで，市場参入をはかっている 23)。
さらに，一部の原糸メーカーは，資本参加，役員派遣による有力繊維二次メ
ーカーの系列化に着手する 24)一方， 自社二次製品部門の分離ないし系列二次
製品メーカーの育成により， これらを代行企業として垂直統合化を行ってい
る25)。
販売。レディスウエアでは， レスリーフエイ社（米）と提携し，東京スタイル（繊維ニ
次メーカー）→伊勢丹，および11店会から販売。＜鐘紡＞はピューリタン社（米）と提
携し，ゴルフウエアを「バーキーミルズ」のプランドで，アンドーから販売，スボーツ
・カジュアルウエアーを「ピューリタン」のブランドで，ブランコールから販売。レデ
イズウエアではクリスチャンディオール社（仏）と提携し，プレタを専門に自社販売会
社，カネボウ・クリスチャン・ディオール販売から全国百貨店へ販売。＜東洋紡＞はペ
ンギンマークのワンボイントものゴルフウエアをマンシングウエア社（米）と提携，栄
工業で生産したものをデサント商事と真下商事のルートから百貨店， 専門店へ販売。
ー前掲，椎塚『日本の繊維流通』， 椎塚武「わが国繊維流通の現状と展望V,VI」 日
本化学繊維協会『化繊月報」 1973年1月号，同 2月号参照。
22)原糸メーカーの繊維二次メーカーとの共同化プランドの事例としては＜東レ＞は「ウ
エルサイズ」というブランドをヤマモト，「ジェーヌ」を花咲， ＜帝人＞は「ラ・ジュ
ネ」を花咲，「ジェヌ，ファム」を樫山，「ミセスドレス」を三陽商会と，ほかにも多数
ある。前掲，椎塚『化繊月報』 1973年2月号。
23) さきにみた海外技術提携による製品化も，三者共同による商品展開であるが，原糸メ
ーカーが，繊維二次メーカーと共同して小売部門に進出した事例として，＜帝人＞がレ・
ジャー・スボーツウエアメーカーのデサントと共同してジョイランド（資本金4800万円
帝人70形，デサント30形の出資による）を設立している。前掲，椎塚『日本の繊維流通」。
24)原糸メーカーのレディスウエアメーカーヘの資本参加，役員派遣の事例として，＜帝
人＞が花村，エレナ産業に対して行っている。前掲，椎塚『化繊月報」 1973年 2月号。
25)代行企業の代表的なものとして，＜東洋紡＞東洋紡ダイヤシャッ，＜ュニチカ＞ヴァ
イタル，＜鐘紡＞カネボウ繊維品，＜東レ＞東レテキスタイルがあげられる。秋山「繊
維業界のファッション産業化の現状について」中小企粟金融公庫『中小企業金融公庫月
報」 1973年4月，所収。
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最後に，原糸メーカーの小売部門への直接進出する動きがあげられる。現状
では消費動向をキャッチするアンテナ・ショップ的な性格が強いとはいえ，消
費者にもっとも近い小売部門から直接収集した情報を，原糸メーカーのマーケ
ッティングにむすびつけようとするものとして注目されよう 26)。
(2) 総合商社
昭和30年代後半，「商社斜陽論」が大きく取り上げられたが，今日，総合商
社は巨大化，扱い品種の多角化，という量的意味だけでなしに，より広範な多
様化した機能の遂行者として著しい発展をとげてきている。
総合商社の新しい機能の拡充と強化は，さまざまな面でみられるが，これら
のすべての基礎にあるのは，企画力，高度の情報収集力，企業力をもとにした
産業と各種プロジェクトのオルガナイザー， ともいうべき総合力にある 27)。
総合商社のオルガナイザー機能は，たとえば住宅産業，レジャー産業，ファッ
ション産業， リース産業，情報産業，海洋開発，配送センターなど多方面に拡
大しており，われわれが対象とするファッション産業への指向は，これら広汎
な領域ではたしているシステム・オルガナイザー機能の一部にすぎないこと
を，まず留意しておかねばならない。
繊維流通に関して総合商社の取扱いをみると，企業によってかなりのバラッ
キがあり 28)ファッション産業指向への力の入れ方に程度の差があるが，一般
的に関西系の，かつて「五綿」といわれた商社が，繊維の取扱いが多く，とり
わけ，伊藤忠商事はもっとも二次製品部門の強化をはかっている 29)。
26)原糸メーカーと総合商社，繊維二次メーカーとの共同出資による小売部門への進出は
後述にゆずり，直接進出の事例のみをあげると，＜帝人＞紳士服専門店の「テイジン・
メンズ・ショップ」，婦人服専門店の「ウインクル」，＜鐘紡＞婦人服専門店の「カネボ
ウサー ビス店」， 「ファッション東京」＜東洋紡＞の「東洋紡レスボァール」などがあ
る。前掲，椎塚「日本の繊維流通』。
27)内田勝敏「総合商社」講談社。昭和46年5月，参照。
28)前掲，脚注11)の各社総売上に占める繊維売上比率を参照。
29) <伊藤忠＞は，昭和46年4月，衣料品本部を発足させると同時に，完全子会社として
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もともと総合商社は，繊維素材，原糸，編織物，染色加工など，生産財流通
段階では，早くから系列化をすすめso),オルガナイザー機能をはたしてきた
が， ファッション商品に関連する最終消費財の流通段階では， その機能が弱
く，問屋・卸商に依存してきた。
商社が最初にファッションに指向したのは，輸出停滞化をたどる織物に代っ
て，増大傾向をみせた多彩な繊維二次製品の輸出品をつうじてであった。しか
しその二次製品輸出も停滞化しはじめるにつれて，商社は従来の輸出専門メー
カーを国内むけにルートをかえたり，既存の国内専門メーカーとのチャネル上
の調整をはかると同時に，海外情報網を駆使して海外メーカーとの提携をすす
め，素材から小売にいたる垂直統合化を推進する上でオルガナイザー機能を果
すようになった31)。つまり， 国際分業化が進展する時流にのって，総合商社
＜伊藤忠ファッション・システム棘＞（資本金1,000万円）を設立。従来の衣料素材に加
えて，付加価値商品の開発を長期的視点にすえた戦賂をとるべく，いわばディビジョン
制をスタートさせた。その組織は総務，情報資料，海外開発，商品企画，デザイン，技
術の各部からなり，海外からの技術導入や，メーカー，スクイリストなどとの提携業務
をはじめ，商品企画，そのための国内外の情報収集分析，ファッション・コンサルティ
ソグなどを行い，すでにカジュアル・ファッションや子供服部門で成果をあげている。
専門会社による流通とファッションの業務遂行は，従来になかった総合商社の動きであ
り，これが繊維二次メーカー対策の拡充に直結している＿「流通支配に浮上する巨大
商社」繊維マーケッティング・センター「チャネラー」 1973年4月。西田武夫（伊藤忠
ファッションシステム専務）「ファッション傾向からみたF・Bの考え方」『化繊クラブ
・臨時増刊 No.14」所収，昭和47年2月，参照。
30) <わしくは，上田達三「日本の中小企業・繊維産業の系列化」一毎日新聞社「エコノ
ミスト・昭34.5. 19号』所収。中小企業庁他編『輸出中小工業の実態調査』東洋経済新
報社，昭和32年8月。前掲，上田「繊維工業における系列化の変容」など参照。
31) <伊藤忠＞は45年8月，レナウンとニシキを合併させダーバンを設立，シニア向けの
トータルファッションを展開したのをはじめと、し，光洋クロージングには， ソーボープ
ラザーズ社（米）と提携した「サムリーガン」，アンドレウーシェ（仏）と提携した「ギ
ャラン」などのプランドを貸与。＜三井物産＞はバーバリ社（英）と技術提携し，三陽
商会へ「バーバリーコート」のプランドを貸与。＜丸紅＞はウル・ボアリング社（米）
と提携して「ハッシパヒ°ー」というスボーツ・カジュアル・ウエアのプランドをアング
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の果す役割は，輸入戦略の拡大など多方面にわたって大きくなったが，繊維部
門では，海外メーカーやデザイナーと技術提携したファッション衣料の導入を
積極化している。それは，紳士服，婦人子供服などを主力に，提携内容も各種
各様のパターンを導入し，それらを国内の繊維二次メーカーや小売業にサプラ
イセンスとして貸与し，垂直統合システムを確立しつつあるのである。
つぎに，総合商社は繊維二次メーカーの系列化をすすめている 82)。原糸メ
ーカーも，前述のように繊維二次メーカーに資本参加，役員派遣を行っている
が，それにくらべて総合商社の場合は，積極的にメンズウエアー分野に重点を
おいた系列化展開の姿勢がみられる。
しかし，総合商社が繊維二次メーカーに対処しているものの本流というべき
ものは，系列化よりはむしろ，商社自身が企画，イニシャティプをとった垂直
統合である 88)。さきにのべた海外プランドの導入にともなう垂直統合とオー
ルに貸与。このほか，ほとんどの商社が海外プランドの導入をしており枚挙にいとまが
ない。前掲，椎塚「日本の繊維流通』，参照。
32)総合商社が外衣分野で繊維二次メー刀ーの系列化を行ったのは＜三井物産＞が昭和40
年にエフワンに資本参加したのが最初とみられるが，昭和47年に入って各社積極的にな
った。同社は勝根（資本金6,180万円，年商約40億円）の株式30彩を取得し，役員を派
遣。＜三菱商事＞は河越商事（資本金3億円，年商400億円）の株式45.5彩を取得した
のをはじめ，大賀（資本金2億5800万円，年商90億円）に資本参加。＜住友商事＞は武
山繊維（資本金8,000万円年商27億円）の株式87彩を取得， 北川慶（資本金2億円年商
70億円）に資本参加。＜丸紅＞はヴァンジャケット，丸善衣料，三陽衣料，サントロン
等に資本参加している。前掲『チャネラー」 1973年4月，参照。
33)代表事例として＜伊藤忠＞がヤング・ジーンズを扱うために組織した「バクソン」が
あげられる。これは伊藤忠紳士衣料部が核となり，大和紡（紡織），クロダルマ（縫製）
ムサシ岡栄（販売），三越，伊勢丹，西武，大丸ほか有力百貨店， 専門店（対消費者販
売）との垂直統合システムであり， 47年後半からは，ベスト，ジャケット，ニットシャ
ッ，スカート， レディス・ジーンズなどへ扱い品目を拡大，百貨店などへはバクソン専
用のハンガーを開設するなどきめの細かいところをみせ， 好調に売上げを伸ばしてい
る。伊藤忠はこのほか，ロッキー（婦人服），スリーライオン（子供ニットシャツ），花
詩集（ランジェリー）などのブランドをもち，さらにジニー（イトーヨーカドーとの婦
人服トークル・プランド）などももっているが，こうした動きは他の総合商社，繊維商
社にもみられる一~前掲「チャネラー」 1973年 4 月，参照。
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バーラップするが，これは総合商社のプライベート・プランドによる垂直統合
であり，的をしぼった有機的な結合作戦であって，一時的なものではない長期
のプロジェクトを前提としている。
いま一つの形態は，運命共同体的協業グループと呼ばれているものであ
る84)。これには，特定の産地を対象としたもの，商品別のもの，一つのテー
マにもとずくものなどの型があるが，繊維二次メーカーの生産力，企画力を商
社が利用するというよりは，・繊維二次メーカーを育成し，業界内の地歩を固め
るという方向に進んでいる。
最後に，総合商社の小売業分野への進出があけられる S5)。総合商社と量販
34) <伊藤忠＞が中核となっている「藤羊会」がスケールが大きく代表的事例である。こ
れは中京地区の紳士服，婦人服，ニットメーカー95社からなるグループであり，主な事
業は取引きと経営合理化のための研究と活動，経済事情，生産性向上のための研究，販
売促進のための啓蒙と研究活動で，品種ごとの 3部会制をとり，伊藤忠がこの会の運営
にあたっている。会員の地位向上と利益の具体的向上をはかるとともに，伊藤忠を幹と
して，名古屋産地の全国的な地位向上と，商品毎のシェアー拡大をねらいとしていると
o いう。また＜丸紅＞が結成している「ベレン会」は，ポリエステル加工糸織物の製品，
販売企画をボイントに，丸紅が鐘紡の協力をえて全国23の繊維二次メーカーを組織した
もので．「ベレン」というプランドをもっている。糸， 縫製， 販売でタテに企画を一本
化している点で，前掲の「商社が企画，イニシャテイプをとった垂直統合」と似ている
が，品目をしぽり， また23社におよぶ大きなグループであることが事情を異にしてい
る。前掲『チャネラー』 1973年4月，参照。
35)総合商社による専門店チェーン共同設立の先鞭をつけたのは＜伊藤忠＞による婦人服
専門店チェーン「レリアン」である。昭和43年4月，伊藤忠，三菱レイヨン， レナウン
三社共同出資により設立されて以来急成長し， 60店舗，年商25億円に達しているが．こ
れには前掲，注29)伊藤忠ファッションシステム蛛の情報力，企画力があずかって大き
い。＜伊藤忠＞とメルボ紳士服との共同による「メルボメンズウエア」のほか， ＜丸
紅＞鐘紡，ヴァンジャケットとの共同による「ショップ・アンド・ショップ」など多数
ある。
昭和47年3月，米国の有力高級婦人服専門店J・マグニン社とダイエー，＜伊藤忠＞共
同出資による「J・マグニン・ジャパン」をはじめ， ヒ°エール・カルダン（仏）と＜三
井物産>,T・B・S興産三者共同出資による「カルダン・ジャパン」，プルボー・マジ
ユール社（仏）と＜三菱商事＞．＜三井物産＞，東レ，三菱レイヨン，吉忠による「ロ
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店との結びつきについては，量販店への融資にはじまり，商品提携，資本参加
（株式取得），共同出資による各種プロジェクト展開がすすんでいるが， この問
題は別の機会にゆずり，ファッション商品についてのみみると，総合商社は専
門店チェーンの育成をめざしている。これは，原糸メーカー，繊維二次メーカ
ー，量販店，外資などとのさまざまの組合わせの共同出資によるチェーン展開
を，総合商社が主導しているものであり，最近では商社直営によるチェーン展
開の準備段階にあるようである。商社がこのように専門店チェーン育成を目指
しているのは，消費情報を系統的に把握し，企画力増強にむすびつけることに
あるが，同時に流通業の資本自由化が進展する過程で，ファッション商品流通
の主導権をにぎろうとする意図が秘められているといえよう。
(3) 百貨店，量販店
百貨店業界は， 5大百貨店を中核にしたグループ化86)が進展し，量販店の
急成長にたいする対抗ともからんで， まさに業界再編成の渦中にあるといえ
る。百貨店売上のなかで衣料品の占める割合がもっとも高い87)だけに， ファ
ッション化に対応する姿勢が積極的となってきている。具体的には，仕入の中
央集中化，情報収集・企画開発機能の強化，プライベート・プランドの設定と
それにともなう垂直統合化の推進ということである。
百貨店のプライベート・プランドといわれているものは，①自社が海外メー
カーやデザイナーと直接ライセンス契約し，各プランド毎に組織した原糸メー
、? 、
ジェ・ジャパン」，プルーベル社（米）と＜三菱商事＞，東洋紡，ヴァンジャケットによ
る「ラングラー・ジャパン」など，外資との合弁会社設立に総合商社が大きな役割を果
している。繊研新聞社『ファッション・ビジネスヘの挑戦（上）」昭和45年10月。前掲
「チャネラー」 1973年4月，など参照。
36) 三越系，大丸• 松阪屋系，高島屋系， 西武系， 伊勢丹• 松屋系の5グループ。前掲
椎塚「日本の繊維流通』参照。
37)昭和47年度， 全国百貨店売上額2兆5千億円のうち， 衣料品は 1兆円強で41彩を占
め，これに身のまわり品1800億円.7彩を加えると，百貨店売上の約半分が，衣料・身
のまわり品の売上ということになるー百貨店協会資料。
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カー，繊維二次メーカーと共同して商品企画し，独占販売しているもの38),
②原糸メーカー，商社，繊維二次メーカーなどが，海外メーカーなどとライセ
ンス契約したものを販売しているもの39)にわけることができる。
周知のように，百貨店は返品自由を原則に，商品開発にともなうリスクを，
繊維二次メーカーや卸商等に負担させてきたが，ファッション衣料の自己ブラ
ンドについては，百貨店がイニシャティブをとって垂直統合をすすめ，マーチ
ャンダイジングしてゆく方向にあるのである。
量販店は， 昭和40年代に入って本格的なチェーン・オペレーションを展開
し，従来の低マージン・高回転の廉売主義から，準百貨店への傾斜をつよめて
いる。衣料分野に限ってみれば， 40年頃から実用品を主体に，素材から製品に
いたる垂直統合システムを編成してきたが，消費のファッション化への対応と
しては，実用品の垂直統合、ンステムをファッション性衣料に拡充しつつ，フ゜ラ
イベート・ブランドの開発と商品企画機能の拡充をすすめつつある。
ただ，量販店は，多くの場合，現状，扱い商品がファッション性の高くない
品種であり，マス・マーチャンダイジングにもとずく垂直統合という点で，百
貨店より一歩進んだシステムといえるが，しかし，ファッション商品について
は，原糸メーカー，繊維二次メーカーの企画力に依存したプライベート・プラ
ンドが多く，その意味から量販店のファッション戦略は，今日，緒についたば
かりの段階ということができる。
(4) 繊維二次メーカー
繊維二次メーカーの上位規模層が，原糸メーカーなど，他企業が主導する垂
38)百貨店のプランド戦略は各社多様に展開されているが， もっとも規模の大きいものと
して，＜西武＞の紳士服プランド「テッド・ラヒ゜ドス」があげられる。テッド・ラヒ° ド
ス社（仏）と提携，生産は，素材ー~日毛，三星毛糸，鐘紡，帝人，縫製ー大賀，三陽
商会，ダーバン他，販売は西武全店，西武ク';レープの共同仕入機構である JMA(日本
百貨店共同仕入機構），提携店，専門店， 西友ストアー などで， 年商約60億円といわれ
る。前掲，椎塚『日本の繊維流通」参照。
39)前掲，脚注21),33)参照。
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直統合システムに多角的に参画していることは，これまでの事例呈示（注参照）
からも明らかであろう。これと同時に，上位規模の繊維二次メーカーでは，ほ
とんどが独自に海外プランドの導入や技術提携をすすめ，自社プランドを自社
リスクで販売する，独自の企画商品がかなりの割合を占めている40)。
原糸メーカーや総合商社等から資本参加，役員派遣をうけている繊維二次メ
ーカーにおいても，上位規模層では異種システムヘの参画や独自のマーチャン
ダイジング活動を行っており，系列相手先とのみ従属する企業は少ない。ただ
下位規模層では原糸メーカーや総合商社との系列関係は強まる方向であり，量
販店のプロダクション・チームに参画している企業も同様の傾向がみられる。
また，上位規模層では，主カプランドや，商社，百貨店との共同企画品な
ど，生産ロットのまとまったものは自家工場で効率的な生産を図り，生産ロッ
トの小さいものはブランド毎あるいは品種毎に翼下の下請縫製工場をチーム編
成をして生産している企業が多い41)。 こうした生産体制を基礎にして取扱い
40)大阪の紳士服メーカーの調査では，自己のプランドが一番多く，ついで自巳ブランド
• 原糸メーカーチョップとの併付，百貨店プランド，原糸メーカーチョップ，商社プラ
ンドの順になっている。従業員規模別にみると， 9人以下層では自巳プランドのみかプ
ランドなし， 10~29人層は自已プランド， 自巳プランド• 原糸メーカーチョップの併
付，原糸メーカーチョップの 3形態。この層において原糸メーカーとの取引系列関係が
うかがわれる。また100人以上層になると， さらに百貨店プランド， 商社・問屋プラン
ドが付加される。これは百貨店や商社では大量の取引単位になるため， 自家工場を所有
する上位規模層でなければ受注に応じられないためである。なお，製品多様化に対応し
て自己プランドを品目別，年令層別，大衆・高級品別などに区分しブランドの多面的作
戦を展開している企業と， 1企業 1プランドに徹して， プランド名を消費者に浸透さ
せ，企業イメージを高めようとする企業とがある。一大阪府立商工経済研究所（執筆
• 太田進一） 「最近10年間における大阪中小工業の基本動向—その23, 紳士既製服製
造業（下）」同所，昭和47年12月，参照。
41)ここで下請システムについて論ずる余裕はないが，下請工場を必要とする理由につい
て，ファッション商品企画担当者自身がいうつぎの言葉を紹介しておこう。「それ（下請
工場）が多種少最にふさわしい小規模企業であること，親会社との賃金格差の利用によ
るコストダウン，ファッションの突然変化の場合の方針変更の容易さ， リスクのある程
度のヘッジ，技術密度の向上を計りやすいことなどがあげられる」ー一ー中村上次（市田
• 総合企画室次長）「ファッション産業とシステム化」，同友館「企業診断」 1971・3。
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商品分野を拡大しファッションのトータル展開をすすめてきたが，下位規模層
では，品種毎の専門化をすすめ，生産の多くを下請に依存しながら，専門品種
についてのファッション化を図っている。
販売経路をみても，全体としては一般小売店への販売割合が大きいが，上位
規模層が百貨店，量販店の割合が相対的に高いのに対して，下位規模層では，
一般小売店との取引を主力とし，それも中小小売店が多く，この点でもファッ
ション化への対応がおくれている42)。
つぎに企画・開発機能をみると，上位規模層では個別セクションとして独立
化し，企業内における中核的な存在となって，情報収集一分析ー商品企画のシ
ステム化がはかられている43)場合が多いが，下位規模層の多くは，情報収集
機能が弱体で商品企画と有機的な結合を欠き，他社製品の模倣が一般的で，共
同企画商品についてもその参画する度合が小さい。
上位規模層の企業内組織は，下請企業をふくめた垂直経営形態，すなわち，
従来の仕入，外注，販売といった取引先別組織から，商品別事業部制を指向し
ており，さきにみた原糸メーカー，総合商社と軌を同じくして素材から製品に
いたる生産・加工・流通の垂直的統合に対応しうる組織をとっている44)。
さらに事業部制を分離独立して別会社組織とし，細分化された消費市場に対
42)紳士服メーカーの販売先割合をみると，全体として一般小売店46彩，百貨店20%, 中
間卸18彩，量販店6彩，その他10彩であるが，販売額10億円以上の上位規模層では，一
般小売店35彩，百貨店31%,量販店8彩， 10億円未満の規模層では，一般小売店57%,
百貨店9%,量販店 4% となっている。一―—昭和46年度，調査対象 386社。全日本紳士
既製服工業組合・資料。
43)ファッション情報と商品企画・生産・販売のシステム化を強力にうちだしている具体．
例としてくレナウン＞が有名であるが，その詳細については，網守恒男（レナウン営業
部長）「これからのニットのあり方と進め方」『化繊クラプ臨時増刊 No.14』。林邦雄
「ファッション産業のシステム化のために（中）」『チャネラー』 1971年5月。前掲，繊
研新聞社『ファッションビジネスヘの挑戦」など参照。
44)通産省委託・繊維工業構造改善事業協会調査「繊維流通システムに関する調査報告
書」昭和46年3月，参照。
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する速効性と専門性を発揮するねらいで，いわゆるディビジョン制をとる企業
が出現してきている45)。
こうしたディビジョン制によるファッション化への対応の仕方は，かつて原
糸メーカーがめざしたマス商品のマスプロと，そのマーケッティング戦略であ
る総合イメージによるトータルファッション展開と対象的な方向である。すで
にのべたように， 1970年代に入ってファッションが新たな展開期に入り，消費
の多様化にともなう多品種少量のスビード生産への対応としては，大規模な生
産・販売体制が必ずしも優利ではなく，ディビジョン制がその一つの方向であ
るとしても，しかし，一方に反ディビジョン路線をとる企業もあり 46), 分権
と集中のどちらの方向にたどるのか，現実の動きは早急に結論を出しえない，
複雑多様な様相をしめしているのである。
6. むすびにかえて
アメリカの繊維産業が， ファッション産業として開花したのは， 1963(昭和
38)年以降とされている。『フォーチューン」誌によれば， アメリカの衣料品
は，第2次大戦後，年々，市場シエアーを縮小させてきたが， 1人あたりGN
Pが 3,000ドル台に乗せた1963年を底として，以後ファッション性に重点をお
いた衣料消費が急速に増大し， 1968年以降，ファッション産業が急激な発展を
みるにいたった。従来の小零細企業の集まりにすぎなかった二次製品業界か
45) <三陽商会＞，＜東京プラウス＞などがあるが， 45年2月，最初にディビジョン制を
とり，これを徹底化している＜イトキン＞（資本金5億2千万円，年商220億円）が代表
例である。本部会社1,営業関係会社16,直営工場5をそれぞれ名称を異にした独立の
会社形態とし，主としてレデイズウエア分野で商品別，ルート別，年令別，感覚別に，
25のことなったプランドに細分している。くわしくは，国岡明「先取り経営戦略の創造
で発展するF・B各社のボイント」一日本化学繊維クラプ『化繊クラブ・臨時増刊号
No.14」所収。 同社『会社概況』。前掲，繊研新聞社『ファッションビジネスヘの挑戦
（上）」などを参照されたい。
46)たとえば＜ワールド＞，＜丸増＞の場合がそうであり， くわしくは国岡明「情報の集
中戦略」一一繊維マーケッティング・センクー「チャネラー・1971・5・」所収，を参照。
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ら，今日，巨大なメーカーが出現するにいたったが，それは一般的にいって，
衣料品メーカー，小売チェーンなどを積極的に吸収，合併することによって企
業規模を拡大させると同時に，ファッション商品の多様性，変動性に対応する
ためのディビジョン制を採用し，いわゆるコンバーター・システムを展開する
ことによって急成長をとげたとみることができる47)0
種々の条件を異にする日本について，このことがあてはまるかどうかはとも
かく，日本における所得水準の上昇，労働時間の短縮化，情報網の発達，都市
化の進展などによって，衣料消費のファッション化はますます進展する方向に
あり，原糸メーカー，総合商社，繊維二次メーカー，百貨店，量販店のそれぞ
れが，ファッション産業への指向に本格的に取組んでいることは，本文にみた
とおりである。それは多層混乱型といえるわが国繊維産業の生産・流通構造の
なかから，情報化社会の進展のもとで新たにファッション産業として脱皮しよ
うとする模索，挑戦の姿であったのである。しかし，その背後には，なお旧態
依然たる複雑な古い生産・流通構造の残存と，そのもとで多数のおくれた中小
零細企業があることを留意せねばならないだろう。たとえば，繊維二次メーカ
ーにしても，既述のようにシステム化を指向する上位規模企業の背後に，零細
下請を利用して売れ筋商品を短期集中的に商品化する，いわゆる“マンション
問屋48)• をはじめ，デザイン， スタイルを模倣して商品化する多数の零細問
屋があり，また他方，返品制という古い慣習がなお根強く残存している。
今日，ファッション産業がわが国に成立したわけではなく，ファッション産
47)アメリカのファッション産業の事情については，個別企業の事例研究もふくめて，西
山和正「ファッション産業』東洋経済新報社，昭和46年11月一一ー が詳しい。
48) 東京，銀座・赤坂• 青山・六本木などのマンションに一室を借りてレデイズ・ウエア
のファッショナブルな商品を二週間サイクルで企画し，長時間労働によって小廻りをき
かし，ファッション・ストアなどへ実需期にファッション商品を売りまくるという機動
カのある小規模な（従業員5~6人から多い所で 10人程度， 年商規模も 1~3億円程
度）製造卸をさす。前掲，椎塚「化繊月報」 1973年12月，参照。
117 
4bb 隠西大學「綬清論集」第23巻第 4•5 号
業成立にむかって複雑多様なシステム化展開が模索されつつある段階といえる
のである。
ファッション産業化にともなう繊維産業の再編成は，大資本が中小企業を支
配・圧倒しつつ進展するのであろうか，いな，従来とはことなり，今後は知識
集約型産業構造への移行のなかで大企業時代の神話が終りをつげ，研究開発集
約型の小規模なベンチャー・ビジネスが群生し，それらがファッション産業化
のオルガナイザー的役割をになうのだろうか―。
現実はこうした二者択ー的な類型究明のかたちではまだまだ結論づけられな
い複雑多様な動きの渦中にある。かって幾たびかの繊維不況の過程で構造再編
の方向が明らかにされたように，今後においても，日本経済が当面する諸問題
（資源不足，公害問題の深刻化，物価上昇， 国際通貨の不安定など）の打開とからん
で，繊維産業をめぐる景気変動の経験をかさねる中であきらかにされるものと
思われる。ただ，現状の動きから，あえて私見をいうなら，国際化がますます
進展してゆくであろう過程で，商社が果すオルガナイザー機能の役割が大きく
なる傾向は否定しえないところであり， ファッション産業化の過程において
も，商社がその中核になりうる可能性が強いであろうとの一つの展望がなされ
えよう。しかし， そのことも，原糸メーカー，繊維二次メーカー，小売部門
が，経済の国際化にシステム展開をどのように対応してゆくかによって，なお
流動的な動きをたどるであろう。いずれにしても，たんなる原糸メーカー間の
競争，商社間競争，繊維二次メーカー間競争，百貨店間競争，量販店間競争か
ら，生産と流通の一貫した前方・後方垂直統合システムによるグループ間の多
様化した競争が進展し，さらには，流通外資の対日進出や水平統合の展開とも
からみつつ，ファッション産業の成立，展開にむかってゆくと思われる。その
過程で，大企業と中小企業との支配・被支配の関係が，どのような変容をたど
るかは，多様なシステム化展開の現実直視のなかで明らかにされねばならない
残された問題として提起されるのである (1973.8. 31)。
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